
このようになっています

市市職職員員のの
給給与与

平均年齢 ……………………４２.７歳
平均給料月額 ………３８万１４４３円
大学卒の初任給 ………１８万１４００円
一人当たり給与費 …７５１万６０００円

　市職員の給与は、民間事業所との比較、
国や他の地方公共団体職員とのバランスな
どを考えて決められています。
　本号では、市職員の給料や手当などのあ
らましについて、代表的な職種である一般
行政職を例にとってお知らせします。
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平成１１年度普通会計決算額に見る人件費の割合

職員給与費の内訳
平成１２年度普通会計当初予算

特別職の報酬など（平成��年　��月　��日現在）
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●期末手当については、職務による加算措置があります
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級別職員数
　給料表は、職務の内容や責任の程度によって　��つの級に区分されています。
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●標準的な職務内容は、級別職務分類による代表職名です（＊は困難な業務を担当する係長および主幹です）
●職員数は、四日市市給与条例に基づく給料表の区分によるものです

給給 料料

平均給料月額・平均給与月額・平均年齢
国三 重 県四日市市
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●給与は、基本給である給料に諸手当を含んだものです
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●経験年数とは、卒業後すぐに採用され引き続き勤
務している場合には採用後の年数をいいます

初任給
国三 重 県四日市市
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（平成��年　��月　��日現在）

期末・勤勉手当

各各種種手手当当

●期末・勤勉手当の支給率は、国・三重県と同じ率です
●職務の級による加算措置があります
●（　）内は、職務の級が　��級以上の職員の支給率です
●国家公務員の給与改定に準じて改定することがあります
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県と同じ
制度です
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●国家公務員の給与改定に準じて改定することがあります
住居手当・通勤手当・調整手当・単身赴任手当

国三 重 県四日市市
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（東京事務所勤務��％）
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時間外勤務手当の状況
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特殊勤務手当の支給状況（平成��年度・全職種）
����％職員全体に占める手当支給職員の割合

�������円支給対象職員一人当たりの平均支給年額

��種手 当 の 種 類
支給額の多い手当
　…環境業務従事手当・市立病院勤務手当・特別勤務手当
多くの職員に支給されている代表的な手当
　…特別勤務手当・変則勤務手当・環境業務従事手当

退職手当（国・三重県と同じ率です）
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部門別職員数の状況と主な増減理由

●職員数は、一般職に属する職員数です。地方公務員の身分を保有する
休職者、派遣職員などを含み、臨時職員・非常勤職員を除きます

職職員員数数

◆定員適正化計画◆
　定員適正化の数値目標
　平成１０年度から平成１２年度までの３年間で、職員
定数で１００人（３％）以上の削減を進め、１０年間で１０％
以上の削減を目指します。
　なお、平成１０年度から平成１１年度までに６０人削減
しています。

　定員適正化の手法
　事務事業の見直し（市民と行政の協力・協働、事
務事業の改善、外部委託の推進など）や組織・機構
の見直しなどにより、効率的で効果的な行政運営を
推進し、職員・職場の活性化を図ります。このこと
により、限られた行政資源を有効に活用するととも
に、新たな行政需要に対応していくための職員数の
適正化を図ります。

主な増減理由増減平成��年平成��年部　　門

事務事業などの
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学校用務などの見直し
欠員補充
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病院業務の見直し
水道事業の見直し
下水道施設管理業務の見直し
事務事業などの見直し
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◆市職員の給与に関するお問い合わせは、人事課（�54-8120）へ


